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はじめに
　ウェールズ語（カムリ－語）を取り巻く状況は復興を後押しする方
向に加速しつつあると言っていいだろう (1)。1999 年に発足したウェー
ルズ議会は、2006 年のウェールズ自治法（The Government of Wales Act）
でさらなる立法権を請求できるようになった。この権限委譲によって
2011 年ウェールズ語法（Welsh Language Measure / ウェールズ語ではメ
シュール・ア・ガムライグ Mesur y Gymraeg）が成立し、2012 年 4 月 1
日、初代のウェールズ語コミッショナー（Welsh Language Commissioner 
/ ウェールズ語ではコミッシァニィズ・ア・ガムライグ Comisiynydd y 
Gymraeg）が就任した (2)。1993 年ウェールズ語法のもとでウェールズ語
委員会が担ってきたウェールズ語使用を促進する役割をウェールズ語コ
ミッショナーが引き継ぐことになったのである。本稿では、ウェールズ
語コミッショナーの創設に至る経緯、特にウェールズ語委員会の廃止と
ウェールズ議会への統合をめぐる議論を振り返り、2011 年ウェールズ
語法成立とコミッショナー創設が今後のウェールズ語復興にどのような
意義を持つのか考察したい。
１．1993 年ウェールズ語法成立の背景
　Williams（1994: 163）が指摘するように、「近年までウェールズ語に
関する役割を包括的に担う国の機関がない」状態で、言語の復興や推進
にむけた言語計画の枠組みは整備されていなかった。その状況を大き
く前進させたのが、1993 年のウェールズ語法（The Welsh Language Act 
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/ ウェールズ語ではデズヴ・アル・イアイス・ガムライグ Deddf yr Iaith 
Gymraeg）であった。1993 年法によって法的な権限を与えられたウェー
ルズ語委員会（The Welsh Language Board / ウェールズ語ではブルズ・ア
ル・イアイス・ガムライグ Bwrdd yr Iaith Gymraeg）はウェールズ語の「使
用を促進し、容易にする役目をもつ」機関であり、地方自治体、警察、
消防、医療機関、教育機関などの公的団体に作成することが義務づけら
れたウェールズ語運用計画を承認する役割を果たす機関でもあった (3)。
1993 年法以前の立法としては、1967 年のウェールズ語法で司法行政上
のウェールズ語使用が認められていたが、この法律は、「わずか 5 条か
らなる簡単なもので、原則だけを述べる形式的なものにすぎなかった」
という（原 2005: 116）。
　1986 年 7 月、ウェールズ党（ウェールズ語の党名を持つ政党プライド・
カムリー Plaid Cymru）の前党首だったダヴィズ・ウィグリー（Dafydd 
Wigley）が 1967 年ウェールズ語法の改正法案を国会に提出する。ウィ
グリーは自身の選出区であるカナーヴォン（Caernarfon、ウェールズ語
ではカエルナルヴォン）では 8 割の住民がウェールズ語話者であり、
ウェールズ語が共同体の中でごく当たり前に使われている言語であるに
もかかわらず、ウェールズ語で出生届を出すことができない、ウェール
ズ語で記入した小切手が受理されないなど、ウェールズ語でなされるこ
とが英語でなされることと同様の効力をもたないことから多大な不都
合が起きている状況を訴えた (4)。この法案はウェールズ語が英語と同様
の妥当性を持つことや、ウェールズ語を学ぶ権利などと並んで、その
第 4 部に「ウェールズ言語コミッショナー（Language Commissioner for 
Wales）」の創設を盛り込んだものであった（Williams 1994）。
　ウィグリーが提出した法案は、国会での本格的な審議には至らなかっ
たが、その後上院議員のグウィリム・プリスデーヴィス（Gwilym Prys-
Davies）を中心とする超党派グループがウェールズ語使用を促進するた
めの法案をウェールズ相に提案し、ウェールズ相とウィグリー、プリス
デーヴィスの会談がきっかけとなって、ウェールズ語に関する新たな立
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法の妥当性が模索されることになる。1988 年 7 月、ウェールズ相ピー
ター・ウォーカー（Peter Walker）はこの問題について設けられたワー
キンググルーブの提言を受けて、ウェールズ語の使用推進に関して活動
を調整し助言するとともにウェールズ語に関わる立法を見直す機関とし
てウェールズ語委員会を設立する。
　ウェールズ語委員会はその後 1993 年ウェールズ語法により法的権限
を持つようになり、「ウェールズ相によって任命される 15 人を超えな
い人員によって構成」されると定められた。例えば 2000 年には、議長
を含めウェールズ語委員会に 11 人名がおかれ、約 30 名の事務局職員で
運営されていたが、事務局職員の数は 2007 年には 83 名に増加している
（Welsh Language Board 2000; Williams 2008）。ウェールズ議会発足直前の
1997-1998 年度はウェールズ省から総額 573 万 6 千ポンド（当時の為替
レートで約 12 億円）の助成を受けていた（Williams 2000: 675）。ウェー
ルズ議会の発足によって委員会メンバーは議会首相に任命され、助成
はウェールズ議会政府から行われるようになった。2004-2005 年度には
1196 万 6 千ポンド（当時の為替レートで約 25 億円）の助成が行われて
いる（Welsh Language Board 2005）。公的団体のほか、民間企業などを
含め、1998 年までに 67、2000 年 3 月までに 134、2006 年までにウェー
ルズの州自治体 22 のものを含む 350 のウェールズ語運用計画がウェー
ルズ語委員会に承認されている（Williams 2000: 676; Welsh Language 
Board 2000: 88; Williams 2008: 268）。ウェールズ語委員会が廃止された
2012 年 3 月までに承認された運用計画の総数は 550 を超える（Welsh 
Government 2012: 40）。
２．ウェールズ語委員会の廃止・統合をめぐる議論
　ウェールズ語委員会は 1989 年、保守党政府に設立された「特殊法
人」、すなわち、政府から財政援助を受け上級職員の任命を受けるが独
立した権限を持つ機関であった。ウェールズ議会が労働党政権下にあっ
た 2004 年 7 月、議会政府は特殊法人廃止の方針を打ち出し、ウェー
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ルズ最大規模の特殊法人であるウェールズ開発局（Welsh Development 
Agency、ウェールズ語ではアウディルドッド・ダットブラギ・カムリー
Awdurdod Datblygu Cymru）、ウェールズ観光局（Welsh Tourist Board、
ウェールズ語ではブルズ・クロイソ・カムリー Bwrdd Croeso Cymru）、
ウェールズ教育学習局（Education and Learning Wales、ウェールズ語
ではアディスグ・ア・ハフォルズィアント・アングハムリー Addysg a 
Hyfforddiant yng Nghymru、通称 ElWa）を 2006 年までに廃止する、と発
表した。これらの機関が行ってきた業務をウェールズ議会が直接監督す
ることにしたのである。特殊法人廃止の方針が打ち出されてほどなく、
ウェールズ語委員会委員長メリー・ヒューズ（Meri Huws）はウェール
ズ議会首相ロドリ・モーガン（Rhodri Morgan）に対して、ウェールズ
議会政府自身が議会政府のウェールズ語運用計画を監督するのは困難で
ある、ウェールズ語に関わる事柄を議会政府の他の業務と一緒にしてし
まうことでウェールズ語に関することが目につかなくなってしまう、中
立の立場の専門家に任せるほうが政争の的にならなくて済む、などの理
由からウェールズ語委員会の廃止反対を訴えていた（BBC 2004a）。に
もかかわらず、ウェールズ議会首相モーガンは、同年 11 月、資格カリキュ
ラム局（アウディルドッド・カムウィステライ、カリキュラム・アク・
アセスィ・カムリー Awdurdod Cymwysterau, Cwricwlwm ac Asesu Cymru、
通称 ACCAC）などとともに、ウェールズ語委員会についても 2007 年
までにその業務と職員を議会政府へ移行すると発表した（BBC 2004b）。
　翌 2005 年 10 月ウェールズ議会の最大野党だったウェールズ党は、
ウェールズ語委員会の責務が議会政府への統合後どうなるのか明らかで
はないとして、ウェールズ語委員会廃止を延期するよう求めた。2003
年のウェールズ議会選挙で 60 議席中 30 議席を占めた与党労働党は、そ
の後離党者がでたためにこの時点では議会での過半数を維持できなく
なっていたこともあり、ウェールズ党の反対動議は僅差で支持された
（BBC 2005）。
　2006 年 4 月ウェールズ議会政府は、ウェールズ語委員会の廃止と議
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会政府への統合についての草案を公表し意見を募った（Welsh Assembly 
Government 2006a）。この草案はウェールズ語委員会の職務を 3 つに大
別している。まず、議会政府やその他の機関に対してウェールズ語で
のサービス提供に関する提言を行う役割、これは担当大臣である文化・
ウェールズ語・スポーツ相のもとに諮問機関となる助言パネルをおき、
引き続き専門的な助言を得られるようにするとしている。第二に、助成
を行うなどの政策実施の役割はウェールズ議会政府が引き継ぐとし、第
三に、諸機関が準備するウェールズ語運用計画の承認やウェールズ語運
用計画の実施を監督する役割については、公的団体の運用計画は議会政
府が、議会政府自身と英国政府機関の運用計画は新たに設立する「ダバ
ルニズ」（Dyfarnydd）が引き継ぐことを提案した。また、当該機関とウェー
ルズ語委員会の間で運用計画について合意できない場合、担当大臣が最
終的な決定をする役割を果たしていたが、この役割もダバルニズに移す
とした。Dyfarnydd とはウェールズ語で、dyfarnu（ダバルニ、「監督する」
の意味）する者、という意味である。
　これらの提案の問題点として、Williams（2007）は、この時点でウェー
ルズ議会政府はダバルニズ設立のための立法権を持たず、さらなる立法
権委譲を待たねばならない状況にあったにもかかわらず、ウェールズ語
委員会を統合した後ダバルニズ設立までの期間一時的に言語計画を監督
する役割を負う機関についての説明が十分ではなく、この一時的な措置
がどの程度続くのか見通しも示されていなかった、と指摘している。こ
の点については、議会政府の草案を受けた回答書の中で、ウェールズ語
委員会もウェールズ自治法の成立を前提とした提案であり、「ウェール
ズ議会政府がダバルニズを設立することができる立場になるということ
が保証できないため、設立の時期を提案していない」と批判している
（Welsh Language Board 2006: 16-17）。
　この回答書の中で、ウェールズ語委員会はさらに、議会政府の草案は
市民へのウェールズ語サービスの提供に主眼をおくもので、ウェールズ
語委員会の主な役割であるウェールズ語の使用を促進するための戦略的
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な言語計画作りに触れていないことに懸念を表明し、この提案によって
ウェールズ語がおかれている状況が向上するかどうか予測することは困
難であると述べている（Welsh Language Board 2006）。ウェールズ語を
推進する法的な責務を負っている独立機関であれば、どのような場合で
も何がウェールズ語のためになるかを第一に考えるが、この役割を議会
政府に移せばウェールズ語の問題はその時々の議会政府や担当大臣が
ウェールズ語推進を支持するかどうかに左右されやすくなる、というの
である。政策の中でウェールズ語の問題が二次的にしか取り扱われない
危険も生まれる。また、草案で担当大臣のもとにおくと提案された助言
パネルも、その時々の議会政府が継続的におくかどうかわからない。こ
の助言パネルについては、助言する専門家たちが担当大臣と意見を異に
する場合どうなるのか、大臣から独立した決定ができるかどうか、また、
ウェールズ語教育の問題など他大臣が担当する領域について助言できる
かどうか、などの問題もある。
　ウェールズ議会政府自身が議会政府のウェールズ語運用計画を監督す
るのは困難である、という点については、ダバルニズの設立が提案され
ているが、議会政府の立法権の関係から確固たる設立の見通しがないと
いう問題に加え、誰がウェールズ語運用計画を承認・監督するのかわか
りにくくしてしまう、という問題も指摘された（Welsh Language Board 
2006）。ウェールズ語委員会が持っていた承認・監督の役割を、議会政
府と英国政府機関についてはダバルニズに、公的団体については議会政
府に分担させる、というのが議会政府の提案であった。ウェールズ語運
用計画に従ったウェールズ語サービスが提供されず、指摘によっても改
善されない場合の窓口がウェールズ語委員会に一本化されている状態か
ら、議会政府とダバルニズに所管が二分されるのは市民から見てわかり
にくく、「現在1つの監督機関を2つにする意味がない」というのがウェー
ルズ語委員会が回答書で示した見解である（Welsh Language Board 2006: 
19）。ウェールズ議会政府が草案で提案した「より簡素でより統合された」
ウェールズ語公的サービスという考え方にそぐわない、というのである
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（Welsh Assembly Government 2006a: 1）。
　2006 年 4 月に草案を示して意見を募っていたウェールズ議会政府は、
7 月、ウェールズ語委員会の廃止を延期する。文化・ウェールズ語・スポー
ツ相アリン・ピュー（Alun Pugh）が、意見を募り検討した「結果として、
ウェールズ語委員会の議会政府への統合とダバルニズの設立を二段階で
行うよりも一連の立法的変更で行うことに決定した」と発表し、この問
題をウェールズ自治法の成立後へ先送りしたのである（Welsh Assembly 
Government 2006b）。これにはウェールズ語委員会の廃止に反対する野
党の存在があった。2005 年 10 月に反対動議を出したウェールズ党だけ
でなく、保守党もかつて保守党中央政府が設立したウェールズ語委員会
の廃止に反対していた。無所属議員の死去による 2006 年 6 月 29 日の補
欠選挙で労働党は敗北し、ウェールズ議会で労働党が過半数を割る状態
が続くことになったわけだが、ウェールズ語委員会廃止の延期が発表さ
れたのは補欠選挙直後の時期であった。次節では、2011 年ウェールズ
語法成立の背景とウェールズ語コミッショナーの創設について見ていき
たい。
３．ウェールズ語コミッショナー創設
　2007 年 5 月のウェールズ議会選挙で、26 に議席を減らした労働党と
15 に議席を増やしたウェールズ党の連立政権が成立する。連立を組む
にあたって労働党とウェールズ党の合意事項が One Wales. にまとめられ
ている（Welsh Assembly Government 2007）。この中に盛り込まれている
言語コミッショナーの創設は、次のようにウェールズ党の選挙公約の中
で掲げられていたことでもある。
ウェールズ党政府は二言語社会を作る基盤となる新たなウェールズ語
法を導入する。新言語法によってウェールズ語に公的な地位を与え、
ウェールズ語でサービスを受ける権利を確立し、先を見越してウェー
ルズ語の利益を保護し、推進することができるよう言語コミッショ
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ナーのポストを創設する。（Plaid Cymru 2007: 32）
ウィグリーが 1986 年に提出した法案に「ウェールズ言語コミッショ
ナー」設置が提案されていたことは前述したが、言語コミッショナーの
ポストについては、1969 年の公用語法（The Official Languages Act）で
創設されたカナダなどの先例がある。
　One Wales. には、言語コミッショナーの創設とともに、ウェールズ語に
ついてウェールズ議会によるさらなる立法を目指すことが掲げられてい
る。ウェールズ語委員会統合をめぐる議論の中で懸念事項となっていた
ウェールズ議会の立法権であるが、2006 年 7 月にウェールズ自治法が成
立したことで、農業、環境、文化、住宅など 20 の領域における事柄につ
いてウェールズ議会が立法権の請求をすることが可能になった。「ウェー
ルズ語」も 20 の領域の 1 つである。2009 年 2 月、ウェールズ議会はウェー
ルズ語を推進するための立法権を請求し、翌年 2 月に承認されている。
これによって、2006 年に議会政府がダバルニズ設立を提案した際に危惧
されていたウェールズ議会の立法権の問題は解消されている。
　2010 年 3 月に提出されたウェールズ語法案は同年 12 月ウェールズ議
会で可決される。松山（2011）でも述べたように、1993 年法との大き
な違いとして次の 3 つの点があげられるだろう。まず、公的団体に義務
づけられていたウェールズ語サービスの提供を、通信・ガス・電気・上
下水道・郵便・交通などの事業を行う企業にも拡大したことであるが、
これについては松山（2011）で詳しく論じた。第二に本稿の焦点である
「ウェールズ語コミッショナー」の創設、第三に統一的な「ウェールズ
語スタンダード」にしたがってウェールズ語でのサービス提供を求めら
れることになる点がある。議会政府のウェールズ語委員会廃止の提案に
ついてウェールズ語委員会が指摘していた問題の 1 つに、ウェールズ語
運用計画の承認・監督の役割が議会政府と英国政府機関の運用計画につ
いてはダバルニズに、公的団体については議会政府に二分される、とい
う問題があったが、統一的に定められたスタンダードに従う枠組みに代
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わることで、個々の機関が作成する運用計画の承認というプロセス自体
がなくなる。該当機関がウェールズ語サービスを提供できなかった場合、
ウェールズ語コミッショナーが市民の訴えに対応することになり、窓口
の二分化も回避された。
　ウェールズ議会首相が任命するコミッショナーには、3 ～ 4 人の助言
パネルがおかれ、ウェールズ議会政府の閣僚に提言したり、ウェールズ
語に関する立法が適切であるかどうか継続的に見直す役割も果たす。ま
た、ウェールズ語サービスの提供について最善と思われる実践方法を奨
励したり、助言や手助け、調査を行うこともできる。ウェールズ語委員
会が担っていた職務のうち、ウェールズ語推進のための助成や若者・家
族・共同体に関わるプロジェクトの実施、ウェールズ語教育に関わる計
画の監督など、一部はウェールズ議会政府に引き継がれた。
　ウェールズ語コミッショナーの創設によって、ウェールズ語委員会が
統合された場合にウェールズ語の利益を常に第一に考え、その使用を促
進する役割を担う独立機関がなくなってしまうという委員会の心配は過
去のものとなった。2011 年ウェールズ語法 3 条 (1) 項で　「コミッショ
ナーの職務の主目的はウェールズ語の使用を促進し、ウェールズ語を使
用しやすくすることである」と規定され、ウェールズ語の使用を促進
し、ウェールズ語を使用しやすくするために適切と考えることはいかな
ることでも行うことができる (5)。ウェールズ語の使用を推進するために
どのようなことができるか先を見越した言語計画の役割がウェールズ語
委員会からウェールズ語コミッショナーに引き継がれたことの意義は大
きい。この点については次節でも論ずる。
おわりに
　2010 年 12 月にウェールズ議会で可決されたウェールズ語法は、翌
2011 年 2 月に女王の承認を受けた。これにより、2011 年 7 月ウェール
ズ語コミッショナーが公募され、当時ウェールズ語委員会委員長だった
メリー・ヒューズが初代コミッショナーに就任することになった。翌
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2012 年 4 月 1 日、就任準備のため 2 月 1 日にウェールズ語委員会委員
長を辞任していたヒューズが、ウェールズ議会首相の任命を受けた。新
たなウェールズ語法のもとで統一的なウェールズ語スタンダードが作成
されるわけだが、コミッショナーの創設直後の 5 月から 8 月にかけて、
5 種類のウェールズ語スタンダードの草案が提示され、広く意見が募ら
れた（Welsh Language Commissioner 2012a）。ウェールズ語法で規定され
ているように、用意されたウェールズ語スタンダードの草案は、サービ
スの提供に関わるもの、政策決定に関わるもの、業務遂行に関わるもの、
ウェールズ語使用の促進に関わるもの、スタンダード遵守に関連する記
録保持に関わるものの 5 種類である。ウェールズ議会政府や地方自治体
には 5 種類すべてのスタンダードが、その他の公的団体にはウェールズ
語使用の促進に関わるスタンダードを除いた 4 つが、また、公的団体以
外、民間企業などの場合は、サービスの提供とスタンダード遵守に関連
する記録保持の 2 種類のスタンダードが課されることになっている。こ
の草案を提示するにあたって、初代コミッショナーとなったヒューズは
次のように述べている。
ウェールズ語法の対象についての議論を再開することを望んでいるわ
けではありませんが、民間の企業、第三セクターが提案されるこのス
タンダードについてどう考えるのかぜひ聞かせいただき、これらのス
タンダードが、民間の企業や第三セクターにも関わりがあることを確
認したいのです。（Welsh Language Commissioner 2012a: 6）
2011 年法によってスタンダード順守が求められる範囲は民間の公益事
業会社にまで拡大したが、これを最終的なゴールと見なすのではなく
ウェールズ語サービスを拡大し二言語社会を実現する通過点であると考
える姿勢がこのことばからうかがえる。2011 年ウェールズ語法がウェー
ルズ語でのサービス提供を義務づける以前から、ウェールズ語委員会は
企業にウェールズ語運用計画の作成を推奨してきた。ウェールズ語法
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ウェールズ語委員会からウェールズ語コミッショナーへ
の改正によって企業のウェールズ語サービスが始まったわけではなく、
ウェールズ語委員会が働きかけてきた成果として、自主的にウェールズ
語運用計画を作成し、ウェールズ語でサービスを提供する民間企業は増
えつつあった。2011 年法の対象となった公益事業会社の中でも、ウェー
ルズを拠点とする水道事業会社ウェルシュ・ウォーター（ウェールズ語
ではドゥール・カムリー Dŵr Cymru）が 1997 年 11 月に、ウェールズ南
部に路線を持つバス会社ファースト・カムリーが 2000 年 11 月にすでに
運用計画を承認されているといった前例がある（原 2003）。新たなウェー
ルズ語法成立の背景には、1993 年ウェールズ語法で規定されたことに
とどまらず、その先まで見据えて企業に働きかけてきたウェールズ語委
員会の活動があり、その活動の積み重ねが新たなウェールズ語法を現実
的に実施可能なものにしているのである。
　さまざまな運動を通じてウェールズ語を使用することができる領域
は広がり、言語復興のための環境が整備されてきた。2001 年国勢調査
において、低下の一途にあったウェールズ語話者の割合は、1991 年の
18.5% から 2001 年の 20.8% へと初めて上昇し、話者の実数も 1991 年の
50 万 8 千人余りから 2001 年の 58 万 2 千人余りへと約 7 万 4 千人増加
した（Welsh Language Board 2003）。ウェールズ語の復興が成果を上げ、
ウェールズ語の使用が定着しつつある一方で、ウェールズ語を支援する
環境が勝ち取られたものであることが忘れられてしまう危険がある (6)。
ウィリアムズ（2007）は、今後ウェールズ語の復興を進めるうえで直面
するであろう問題点の 1 つとしてこのような意識の問題を指摘してい
る。
50 代・60 代の人々は復興のためにまだまだ勝ち取らなければならな
いものがあると感じているのに対して、それより下の世代の人々は、
カムリー語 [ ウェールズ語 ] 語を使いたければ使える状況になった、
これ以上何を大騒ぎすることがあるのだろうか、と受け止めている。
（ウィリアムズ 2007: 253）
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2004 年から 2007 年にかけてのウェールズ語委員会の廃止・統合をめぐ
る議論は、ウェールズ語の復興にとって重要なのは、これまでの成果に
満足することなく、ウェールズ語の使用を促すために今以上にできるこ
とは何か、その先を考えることを可能にする枠組みだということを再認
識する好機となったのではないだろうか。すでにウェールズ語でサービ
ス提供を義務づけられていた機関について、その運用計画の承認や監督
の業務をどこかに移行するというのは現状維持の姿勢でしかない。今回
2011 年ウェールズ語法によってウェールズ語サービス提供の義務が一
部の企業に拡大したように、将来の立法はウェールズ語を取り巻く環境
をさらに向上させるものでなくてはならない。ウェールズ語コミッショ
ナーが戦略的に働きかけを続ける役割をウェールズ語委員会から引き継
いだことは、ウェールズ語の未来とそのさらなる復興にとって大きな意
味を持つことであろう。
注
(1) 日本語文献の中には、言語本来の呼び方を尊重し、「カムリー (Cymru)」と
いう国名から「カムリー語」という表現をとっているものや、「カムライグ
(Cymraeg)」という言語名から「カムライグ語」という呼び方を合わせて紹
介するものもあるが、本稿では、国名を「ウェールズ」、言語を「ウェール
ズ語」とする。
(2)  Comisiynydd y Gymraeg/ Welsh Language Commissioner を「カムリー語担当官」
と訳す文献もある（原 2012）。
(3) Bwrdd yr Iaith Gymraeg / The Welsh Language Boardの日本語訳には、「カムリー
語局」、「カムリー語事務局」「カムリー語評議会」などもあるが、本稿では
ウィリアムズ（2004） 、原（2009）などの「カムリー語委員会」にならって
「ウェールズ語委員会」とした。また、1993 年ウェールズ語法の条文は渋谷
編（2005）から引用した。以下同様。
(4)  1986 年 7 月 1 日下院における発言。英国国会議事録の当該発言は http://
hansard.millbanksystems.com/commons/1986/jul/01/welsh-language で閲覧可能
である。
(5) 2011 年ウェールズ語法の条文は http://www.legislation.gov.uk/mwa/2011/1/pdfs/
mwa_20110001_en.pdf で閲覧可能である。
(6) 2012 年 12 月に公表された 2011 年国勢調査結果によれば、ウェールズ語話
者は 56 万 2 千人余り（19％）に実数・割合ともに減少・低下した。この結
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ウェールズ語委員会からウェールズ語コミッショナーへ
果についてウェールズ語コミッショナー、メリー・ヒューズは「［国勢調査
でウェールズ語話者が増加した］十年前に、もうこれで大丈夫、一部で言
語で後退するようなことがあっても別の面での伸びが補ってくれるだろう
という誤った安心感を皆が持ってしまったかもしれない」とコメントして
いる（Welsh Language Commissioner 2012b）。2011 年国勢調査の結果につい
ては別の機会に詳しく論じたい。
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